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平成３０年１１月７日 
 
 
庄内町長 原 田 眞 樹 殿 

 
 

庄内町行政評価専門部会議 
部会長 髙 橋  亨 

 
 

事務事業評価に関する調査研究について（報告） 
 
 
 庄内町行政評価専門部会議の職務である事務事業評価に関する調査研究において、協議検討した事項

について下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 専門部会議開催状況 
  平成３０年   ５月 １日（火）  第１回庄内町行政評価専門部会議 
          ７月 ５日（木）  第２回庄内町行政評価専門部会議 
          ８月１６日（木）  第３回庄内町行政評価専門部会議 
         １０月 ３日（水）  第４回庄内町行政評価専門部会議 
         １１月 １日（木）  第５回庄内町行政評価専門部会議 
 
２ 協議検討した事項 
  平成３０年度担当所管課による事務事業評価（第一次評価）について 
 
３ 委員名簿 

我妻則昭（総務課）、齋藤弘幸（情報発信課）、髙橋 亨（税務町民課）、佐々木悦子（保健福祉課）、 
齋藤真奈美（保健福祉課）、菅原光博（建設課）、山本武範（農林課）、齋藤貴幸（商工観光課）、 
齋藤正樹（企業課）、清野美保（教育課）、樋渡史子（社会教育課） 

 
４ 事務局 
  佐藤博文、樋渡真樹、佐藤和恵（情報発信課） 
 
５ 協議検討の結果 
  平成３０年度担当所管課による事務事業評価（第一次評価）について協議検討した結果は、「庄内町

行政評価専門部会議報告書」のとおりです。 
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庄内町行政評価専門部会議報告書 
 

１ はじめに 

  庄内町行政評価専門部会議（以下「専門部会議」という。）は、事業担当所管課が事業の目的や必要

性等にかかる評価基準に従って評価した第一次評価結果（評価シート 322 事業）に対して、町として

の方向性を示す内部評価機関と位置付け、調査研究を実施した。 

 

２ 内部評価（第二次評価）の手法 

(1) 内部評価（第二次評価）は、担当所管課評価（第一次評価）を行った全ての評価シートを対象と

して、次の判断基準によって対象事業を選定した。なお、下記の判断基準において、対象となった

事業のうち、改善傾向がみられる事業、担当所管課において見直しを検討し改善が見込まれる事業

等については意見を付していない。 

① 担当所管課において、今後の方向性【事業規模】がＡ（拡充継続）またはＢ（現状維持）と判 

断した事業かつ平成２９年度決算額と平成３０年度予算額を比較して、一般財源率が増加している 

事業 （５事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 昨年度、専門部会議で付帯意見がついた事業 （１事業） 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方向性 
担当所管課評価 
（第一次評価） 

左記のうち①の判断基準

により意見を付した事業 

Ａ（拡充継続） ３０ ０ 

Ｂ（現状維持） ２３４ ５ 

Ｃ（縮小継続） ８  

Ｄ（改善・見直しを検討） ３８  

Ｅ（改善が必要） ４  

Ｆ（休止検討 ２  

Ｇ（廃止検討） ６  

事業数合計 ３２２ ５ 

平成２９年度決算額と平成３０年

度予算額を比較して、一般財源率

が増加している事業 

担当所管課評価（第一次評

価）のうち、判断基準によ

り対象となった事業 

左記のうち④の判断基準

により意見を付した事業 

事業数 １７７ ５ 

昨年度、専門部会議で付帯意見が

ついた事業 

担当所管課評価（第一次評

価）のうち②の判断基準に

より対象となった事業 

左記のうち②の判断基準

により意見を付した事業 

事業数 ７  １ 
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③ 昨年度、行政改革推進委員会で付帯意見がついた事業（１事業） 

 

 

 

 

 

④ 行政評価専門部会議委員が第二次評価対象事業にふさわしいと判断した事業（０事業） 

 

 (2) 内部評価という認識に立ち、町の関連施策等も考慮し最小の経費で効率的かつ効果的な事業の 

運営を図るための方向性について協議し判断する。 

 

３ 平成 30 年度事務事業評価における内部評価（第二次評価）結果の概要 

  専門部会議による内部評価（第二次評価）結果の概要は、下記のとおりである。なお、２（1）の判

断基準において、各項目に重複している事業については、複数の番号を表記している。 

(1) 専門部会議における内部評価（第二次評価）結果の概要（６事業） 

No 事業名 所管課 付帯意見 
選定 

基準 

１ 
マスコミ等情報発信 

推進事業 
情報発信課 

 現在、庄内空港の大垂幕とモンテディオ山形ホ

ームゲームでの CM広告映像の放映については、タ

ーゲットや目的が絞り込めていない状況にある。

また、成果についても、効果測定がなされていな

いことから、事業を継続するにあたっては、町民

にもわかりやすい客観的数値での効果を提示でき

るよう検討すること。 

効果が上がっていない場合は、ターゲットや目

的を絞り、効果的な情報発信を行うため、SNS で代

替し、当該事業は縮小して実施、または廃止も検

討すること。 

②③ 

２ 
結婚新生活支援事業費

補助金 
情報発信課 

事業の実績が低い現状を踏まえ、その原因を検証

すること。周知不足によって実績が上がっていなか

った場合は、PRの仕方をより工夫すること。 

①  

３ 
社会福祉団体等助成事

業 
保健福祉課 

庄内町社会福祉協議会への運営助成の申請に対

する審査については、町の基準に基づき、より精

度を上げて実施すること。また、協議会の自主運

営につながるよう、研修や独自事業について支援

すること。 

①  

昨年度、行政改革推進委員会で付

帯意見がついた事業 

担当所管課評価（第一次評

価）のうち③の判断基準に

より対象となった事業 

左記のうち③の判断基準

により意見を付した事業 

事業数 １０  １ 
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No 事業名 所管課 付帯意見 
選定 

基準 

４ 
訪問理美容サービス事

業 
保健福祉課 

担当課で考えている利用者の減少要因につい

て、理美容店事業者との契約を促進する等の解決

を早期に図ること。 

あわせて、利用者が減少している実情も踏まえ、

事業の実施方法について、検討を行うこと。 

①  

５ 高校就学応援事業 保健福祉課 

現在、ひとり親 36,000 円/人、両親なし 60,000

円/人を支給している。県内の最低賃金が上昇する

等、最近の社会情勢も踏まえ、現行の支給額の減

額や事業の廃止も含めて、平成 32年度の見直しに

向けて内容を再考すること。 

①  

６ 
内藤秀因水彩画記念館

運営事業 
社会教育課 

現在、企画展を行うことで入館者の増加が図ら

れている。企画展の必要性は理解しながらも、内

藤秀因の水彩画記念館として、内藤画伯の作品展

でより多くの方々からの来館が望めるよう、展示

を工夫すること。 

① 

 

(2) その他 

町の事務事業全般にかかる事業 

① 国や県の事業に町単独で上乗せを行っている事業については、その効果を客観的数値等を用いて 

検証し、適切に見直しを図ること。 

② 特別会計に対し、町からの繰出金が発生している事業で基準外の部分については、適切に執行 

されるよう見直しを実施すること。 

 

事務事業評価全般にかかる事項 

 ① 第一次評価を行う事業担当職員の事務事業評価基準（シートの記載方法等）が、統一されたも

のとなるよう職員の理解度を高めること。 

 ② 財務会計上の事業の見直しを含めて財政係と連携を図り、事務事業評価を次年度の予算編成に

反映させること。 


